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第４次熊本市地域福祉計画・地域福祉活動計画について

［基本理念］だれもが「おたがいさま」で支え合う協働のまちづくり

第４次熊本市地域福祉計画・地域福祉活動計画の概要

本市における「地域共生社会」の実現にむけ、地域住民をはじめ行政や各関係機関が支え合い、
一人ひとりが生きがいを持って、地域をともに創っていくための基本方針や取組をまとめたもの

基本方針Ⅰ 地域力強化のための人材の確保・育成

支え合い活動の推進を担う人材を確保するため、以下の２つの取組を推進します。

１）支え合い活動推進の核となる人材の確保
２）地域福祉活動の新たな担い手の確保に向けた意識の醸成

基本方針Ⅱ 支え合いの地域づくり

地域における支え合い活動をさらに活性化するため、以下の２つの取組を推進します。

１）住民に身近な地域での支え合い体制づくり
２）住民主体の課題解決力の強化に向けた仕組みづくり

基本方針Ⅲ 多様な主体の連携・協働の推進

住民・地域団体・事業者などを含む地域全体で支え合う社会の実現のため、以下の３つの取組を推
進します。

１）連携による支援の充実
２）協働で取り組む災害対応力の強化
３）包括的な支援に向けた多様な主体とのネットワークの構築

※計画期間 令和２年度（2020年度）から令和６年度（2024年度）までの５年間 58



基本方針Ⅰ 地域力強化のための人材の確保・育成

１ 支え合い活動推進の核となる人材の確保

成果指標 基準値 令和2年度 令和3年度 目標値（R6）

民生委員・児童委員、主任児童委員の定員充足率 H30：95.1％ 91.8％ 92.43％ 100％

〇民生委員・児童委員の委嘱に係る推薦準備会については、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から、
書面審査を導入した。

〇民生委員・児童委員の負担軽減策を検討するため、民生委員・児童委員に対しアンケート調査を行った。

令和３年度の主な取組

令和２年度の主な取組

〇民生委員・児童委員の負担軽減策を検討するため、市民児協主体で民生委員・児童委員に対しアンケート調査を
行った。
○今後のコロナ禍の対策として、熊本市から主任児童委員に向けて、ズームの使い方についての研修を実施した。
〇令和２年度に引き続き、民生委員・児童委員の負担軽減策を検討するため、市民児協主体で民生委員・児童委員に
対しアンケート調査を行った。

〇令和3年度末のアンケート結果を踏まえ民生委員・児童委員の負担軽減策について、市民児協等と協議を実施予定。
〇8月に民児協会長研修を実施。民生委員一斉改選に向けて民生委員交代に伴う引継ぎ等の留意事項等研修を実施予
定。
〇10月に民生委員・児童委員大学講座（民生委員向けの研修）を実施、熊本市から研修動画30分×3本を作成予定。
また、コロナにも対応した研修形態を検討、実施予定。その他、Ｒ4．12月に熊本市主体の民生委員全体研修会、Ｒ5．
2月に熊本市主体の主任児童委員研修、Ｒ5．3月に熊本市主体の新任研修を実施予定。

改善事項・方針
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基本方針Ⅰ 地域力強化のための人材の確保・育成

１ 支え合い活動推進の核となる人材の確保

成果指標 基準値 令和2年度 令和3年度 目標値（R6）

ボランティア登録者等のうち地域福祉活動へのマッチング
を行った件数（年間）

H30：98人 7人 11人 640人

〇新型コロナウイルス感染拡大により、ボランティア活動を自粛せざるを得なかったことに加え、ボランティアの
依頼及びボランティア登録者の更新も減少した。

〇パソコン・スマホからボランティア登録・募集等を依頼できるよう市社協ホームページに登録フォームを作成した。

課題・改善事項・方針

令和３年度の主な取組

令和２年度の主な取組

〇地域行事やボランティア活動が新型コロナウイルス感染拡大により、活動が減少した。
〇市社協ホームページの充実を図り、情報発信を行った。登録や募集依頼など登録フォームを活用した。併せて活動
者に対して活動保険の普及啓発に努めた。

〇コロナ禍において、ボランティアの受入が難し状況が続いており、登録者の減少に加え、高齢によるボランティア
団体の解散など見られている。ボランティアが安心・安全に活動できる備えとして、継続し活動保険の普及啓発を
行い、活動先との連携や関係の構築を図っていく。
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基本方針Ⅰ 地域力強化のための人材の確保・育成

２ 地域福祉活動の新たな担い手の確保に向けた意識の醸成

成果指標 基準値 令和2年度 令和3年度 目標値

熊本市ボランティアセンターによる研修の実施回数（年間） H30：46回 0回 1回 R6：70回

〇ボランティアコーディネーター養成講座、傾聴ボランティア養成講座、傾聴ボランティアアフターフォロー研修会
等計画していたが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止した。

令和３年度の主な取組

令和２年度の主な取組

課題・改善事項・方針

〇各研修会を計画していたが、集合しての研修は新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止とし、ボランティア
コーディネーター養成講座のみオンラインで開催した。

〇新型コロナウイルス感染拡大により、オンライン開催に変更を試みたが、申込者の９割がオンラインでの参加が難
しいとの返答であった。知識や機材及びネット環境が整っていないことが要因。また、研修内容では対面の演習が
必要であることから、オンライン研修での内容や演習について、講師と検討していく。
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基本方針Ⅱ 支え合いの地域づくり

１ 住民に身近な地域での支え合い体制づくり

成果指標 基準値 令和2年度 令和3年度 目標値（R6）

住民主体の通いの場（定期的に介護予防活動等を行うための
場）の数

H30：711箇所 847箇所 708箇所 858箇所

支え合い活動が推進されていると感じる民生委員・児童委員、
校区社会福祉協議会関係者の割合

なし 71.1％ 45.9% 100％

〇高齢者見守り事業については、新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から、電話や戸外からの見守りを行うなど
工夫して行った。

〇地域における高齢者サロンや住民主体の介護予防活動「くまもと元気くらぶ」、「地域支え合い型サービス（通所、
訪問、移動支援）」、子育てサークル等の活動を支援した。

※新型コロナウイルス対策として、活動助成の要件（人数や活動頻度など）を緩和した。また、自粛期間中に自宅
で取り組める運動を紹介するリーフレットや、交換日記（南区）を作成し配布した。

令和２年度の主な取組
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基本方針Ⅱ 支え合いの地域づくり

１ 住民に身近な地域での支え合い体制づくり

課題・改善事項・方針

〇地域住民主体の活動における担い手不足の課題に対して介護予防サポータ―の養成及び継続的な支援を実施していく。
〇新しい生活様式の中での地域活動支援として、ICTを利用した取り組みを加速させていく。
〇地域での支え合い活動を継続的に支援するため、リハビリテーション専門職派遣の対象拡大や新しいコンテンツの提
供についての検討を行う。また、民間企業と協働し、新たな取り組みについても積極的に実施していく。

令和３年度の主な取組

〇地域における住民主体の介護予防活動「くまもと元気くらぶ」、「地域支え合い型サービス（通所、訪問、移動支
援）」「ふれあい・いきいきサロン」等の活動を支援した。

〇「くまもと元気くらぶ」への活動支援として、リハビリテーション専門職を派遣しているが、新型コロナウイルス
感染症の影響等も考慮し、オンラインで指導が行えるよう環境整備を行った。

〇引き続き新型コロナウイルス感染症対策として、活動助成の要件（人数や活動頻度など）を緩和するとともに、自
粛期間、自宅で取り組める運動を紹介するリーフレットを作成し配布した。
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基本方針Ⅱ 支え合いの地域づくり

２ 住民主体の課題解決力の強化に向けた仕組みづくり

成果指標 基準値 令和2年度 令和3年度 目標値（R6）

行動計画を策定した校区社会福祉協議会数 R1：5校区 20校区 43校区 95校区

〇15校区社協における行動計画の策定支援に取り組んだ。コロナ禍により住民参加型の座談会の開催が困難であった
が、校区世帯数の25％（上限1000件）に対しアンケート調査を実施したことで、策定会議において、その調査結果
から地域生活課題等を抽出することができ、行動計画を策定できた。

〇令和元年度に計画策定済みの5校区社協について、その取り組み状況を把握するとともに評価を行った。

令和２年度の主な取組

令和３年度の主な取組

課題・改善事項・方針

〇23校区社協における行動計画の策定支援に取り組んだ。策定校区の実情や意向、新型コロナウイルス感染症の影響
を考慮しつつ、座談会の開催やアンケートの実施など、策定校区に応じた手法を調整した。

〇令和2年度以前に計画策定済みの20校区社協について、その取り組み状況を把握するとともに評価を行った。

〇26校区社協における行動計画の策定支援に取り組む。策定にあたっての手法については、策定校区の実情や意向、
新型コロナウイルス感染症の影響を考慮しつつ、座談会の開催やアンケートの実施等を検討・調整する。

〇令和3年度以前に計画策定済みの43校区社協について、その取り組み状況を把握するとともに評価を行う。
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基本方針Ⅲ 多様な主体の連携・協働の推進

１ 連携による支援の充実

成果指標 基準値 令和2年度 令和3年度 目標値（R6）

「熊本市生活自立支援センター」の新規相談受付件数（年間） H30：484件 5,233件 3,894件 1,200件

〇生活自立支援センターを中央区に加え、東区と南区内にも設置するとともに、生活自立支援センターを設置して
いない西区・北区については、出張相談を行った。

〇新型コロナウイルス感染症感染拡大により、生活福祉資金貸付や住居確保給付金の要件等が緩和されたため、
生活自立支援センターの新規相談が増加し、生活に困っている多くの方を支援することができた。

令和２年度の主な取組

令和３年度の主な取組

課題・改善事項・方針

〇新型コロナウイルス感染症拡大により、住居確保給付金の相談増や特例貸付の利用要件として、自立支援センター
への相談が必須だったため、そちらへの対応を主に行い、多くの困窮者を支援する事が出来た。

〇引き続き感染症拡大による臨時的な給付等は続いているものの、給付金を目的とした相談に加え、真に困窮した世
帯からの相談など、本来業務に近い相談も増えてくるため、相談員のスキルアップを含め、しっかり対応していく。

65



基本方針Ⅲ 多様な主体の連携・協働の推進

１ 連携による支援の充実

成果指標 基準値 令和2年度 令和3年度 目標値（R6）

住宅確保要配慮者への見守り訪問件数（年間） H30：96回 100回 269回 390回

〇本人の状況に応じた入居時から退去時までの包括的かつ継続的な相談支援を行うとともに、自立支援を行う関係
機関、その他関係団体と連携することにより、居住福祉の向上を図り、安心して生活を送れるよう支援した。

令和２年度の主な取組

令和３年度の主な取組

課題・改善事項・方針

〇前年度までは新規契約者数の増加に注力していたが、令和３年度は、見守り訪問や電話連絡を密に行うことで、既
存の契約者との関係づくりに努め、課題の早期発見により、必要な支援や福祉サービス等へ繋ぎ、安心して生活を
送れるよう支援した。

〇契約当初と比較した契約者の生活・身体ニーズの変化に応じた支援の在り方について、関係機関・団体と連携を図
りながら、体制づくりに努めたい。
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基本方針Ⅲ 多様な主体の連携・協働の推進

２ 協働で取り組む災害対応力の強化

成果指標 基準値 令和２年度 令和3年度 目標値（R6）

避難行動要支援者数に占める災害時要援護者数の割合 H30：24.2％ 24.3% 23.1% 50％

○「熊本市災害時要援護者避難支援制度」に未登録の避難行動要支援者のうち、要介護認定３～５を受けている方
約3,200人に対し、郵送にて登録勧奨を行い、752人の新規登録を行うことができた。

令和２年度の主な取組

令和３年度の主な取組

課題・改善事項・方針

〇「熊本市災害時要援護者避難支援制度」に未登録の避難行動要支援者への登録勧奨を継続して実施。令和3年度は、
身体障害者手帳1、2級を所持している方約2,200人に対し、郵送にて登録勧奨を行った。

〇年度内に、約450人の新規登録申請があった。

〇「熊本市災害時要援護者避難支援制度」に未登録の避難行動要支援者への登録勧奨を継続して実施する。令和4年
度は、要介護認定3～5を受けている方へ勧奨通知を送付予定。

〇制度登録者については、自治会等の地域関係者への名簿の配付や、個別避難支援プランの策定を行い、平時からの
地域における要援護者支援体制の整備を進める。
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基本方針Ⅲ 多様な主体の連携・協働の推進

３ 包括的な支援に向けた多様な主体とのネットワークの構築

成果指標 基準値 令和2年度 令和3年度 目標値（R6）

「赤い羽根共同募金」を行った団体数（年間） H30：1375団体 1367団体 1354団体 1555団体

〇新型コロナウイルス感染症の影響もあり、従来のくまモン運動ポスターも「マスクバージョン」にしたり、
例年協力いただくピンバッチも「マスクバージョン」にするなどして、募金増収に努めた。

令和２年度の主な取組

令和３年度の主な取組

課題・改善事項・方針

〇令和3年度においても、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から、街頭募金等の実施を控え、資材募金で
あるピンバッジによる募金増収に努めた。

〇年々、町内自治会からの募金額が減少傾向にあるため、資材募金「ピンバッジ等」など、違う形での募金運動の展
開が求められている。今後、検討が必要である。
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